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１.事業名

２.担当部署

３.事業の目的

４.事業の概要

５.事業対象

６.事業期間

８.事業評価

９.事業評価理由

10.事業の課題

11.課題の要因

12.令和５年度の方向性

　国の制度では該当しないが、本制度を活用して同学年となる児童への支給が出来たことか

ら、効果的であった。

扶助費　50千円　（児童数1人×50千円）

課題なし

課題なし

事業終了

執行率（B／A） 25.00%
Ｂのうち

交付金充当額
50千円

効果があった

事業始期 令和５年２月 事業終期 令和５年４月

７.事業費・決算額等

事業費(実施計画上の

計画額)　…Ａ
200千円 決算額　…B 50千円

低所得世帯であって、令和５年３月１日から令和５年３月31日までに生まれた新生児を養育

している方

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　事業効果検証シート

子育て世帯生活支援特別給付金支給事業

市民生活部

　新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、食費等の物価高騰等に直面する

方に対し給付金を支給し、生活の支援を行うもの。

　令和４年度子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親以外）支給事業の支給対象者は、令

和５年２月28日生まれまでのため、市独自で同じ学年となる令和５年３月１日から同月31日

に生まれた子を養育している方へ対象児童１人当たり５万円を支給する。


